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1 本研究の背景と流れ 

本調査を実施した百村本田は、那須塩原市の北東部に位置する 59 世帯からなる地区である。

同地区では、サル（Macaca fuscata）、クマ（Ursus thibetanus）、シカ（Cervus nippon）の

出没及び農作物被害が相次ぎ、また近年ではイノシシ（Sus scrofa leucomystax）の出没も確

認されている。野生鳥獣との軋轢の解消を目指し、百村本田は平成 22(2010)年度に「とちぎ元

気な森づくり県民税」を活用した里山林整備事業の対象地区となり、更に県の自然環境課が実

施している獣害対策モデル地区事業にも、同年に指定された。これらの事業を通じて、百村本

田では下草刈り、集落点検、放棄竹林の伐採、サルの追い払いのための講習会などが、これま

で住民参加型で行われてきた。 

本稿では、住民の獣害に対する意識を把握するために平成 23(2011)年度に実施したアンケー

ト調査の結果を報告するとともに、前年度（平成 22(2010)年）に同地区で実施された住民アン

ケートの結果及びモデル地区等の事業が行われていない近隣地区でのアンケート結果（平成

23(2011)年度実施）との比較を行った。これらの結果をもとに、里山林整備事業やモデル地区

事業の潜在的な効果について考察すると共に、効果的な事業評価を行う為の留意点を書きとめ

る。 

 

2 方法 

アンケート調査は、平成 23(2011)年の 11 月に実施し、百村本田の自治会に加入している全世

帯（n=57）を対象にした。自治会の協力を得て質問票を配布・回収し、各世帯の代表者に回答

をお願いした。結果を比較した前年度のアンケートは、県民の森管理事務所が実施したもので、

同様に地区の全世帯に平成 22(2010)年 5 月に配布された。更に、近隣地区との比較アンケート

に関しては、百村本田に隣接しており、モデル地区事業など行政による積極的な野生鳥獣対策

が特に行われてこなかった鴫内地区と湯宮地区で平成 24(2012)年の 3 月に実施した。世帯数は

鴫内が 90、湯宮が 41 であり（那須塩原市 2010）、アンケートは電話帳（NTT 東日本 2011）に

記載されている全世帯（鴫内：65、湯宮：38）に郵送で配布した。 

本結果で報告するアンケートの項目は、表 1 で示した通りである。これらの結果を、地区や

年度ごとに集計・比較し、行政の取り組みに対する評価及び対策を行うべき主体については、

マン・ホイットニーの U 検定より、地区ごとの値の差を調べた。モデル地区に継続して参加し

ている住民と途中から参加しなくなった住民との属性や意識の違いについても、同様にマン・
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表 2．サルの目撃回数に関する経年比較及び近隣地区との比較 

見かけていな
い(%)

10回未満(%) 10～30回(%) 30回以上(%)

2011年百村本田(n=22) 0 55 52 13
2010年百村本田(n=40) 10 28 53 10
2011年近隣地区(n=46) 9 24 24 44

最近1年間でサルを見
かけた回数

 

 

表 3．サル対策に関する経年比較及び近隣地区との比較 

いいえ(%) はい(%)
2011年百村本田(n=22) 36 64
2010年百村本田(n=36) 39 61
2011年近隣地区(n=46) 52 48

サルに対する対策を
行っているか

 

 

田畑で作物を栽培している割合は、平成 23(2011)年度は 77%で、前年の 88%と比較すると少な

めである。これには、作物栽培を辞めた人がいる可能性や、作物栽培をしている人が平成

23(2011)年度のアンケートであまり回答しなかった可能性などが考えられる。なお、自宅・田

畑周辺の草刈りを行う頻度は、平成 23(2011)年度が年に 5 回以上が 29%、年に 2，3 回程度が 57%

と、前年度の 30%（年に 5 回以上）、55%（年に 2，3 回）とほぼ同様の傾向を示している。作物

の栽培が減っているにも関わらず、草刈りは継続して行っていることが分かる。 

サルだけでなく、広く野生鳥獣に関する質問からは、百村本田では、多くの住民（91%）が野

生鳥獣による被害に遭っているものの、被害が深刻であると回答した人は 66%であったこと、一

方近隣地区では、被害に遭っている人は 64%と百村本田より少ないが、大半（80%）が被害が深

刻だと答えていたことが分かった。百村本田では、近隣地区と比べ、多くの住民が野生動物に

対する被害対策を実施しており（百村本田：59%、近隣地区：42%）、下草刈り・藪刈り（百村本

田：65%、近隣地区：32%）や不要果樹伐採（百村本田：41%、近隣地区：18%）などの活動の実

施率において地区で大きな差があることが分かった。里山林整備事業やモデル地区事業が行わ

れている百村本田では、被害はあっても、住民が協働して対策活動を実践することで、被害が

深刻と感じる程度を軽減できているのかもしれない。 

 野生鳥獣問題に関する行政の取り組みに対する評価については、「市は野生鳥獣の問題に関し

て十分住民の意見に耳を傾けてきた」と「県は野生鳥獣の問題に関して十分住民の意見に耳を

傾けてきた」、という項目について、「そう思う」と回答した人が、百村本田ではそれぞれ 30%

以上いたのに対して、近隣地区では 2%であった（表 4）。マン・ホイットニーの U 検定の結果、

両地区の間に有意な差があることが分かった（市に対する評価：p<0.01/ 県に対する評価：

p<0.01）。野生鳥獣対策を行うべき主体については、百村本田の多くの住民が、被害農家（百村

本田：71%、近隣地区：52%）及び地区住民（百村本田：50%、近隣地区 41%）であると答えてお

り、一方で、近隣地区の住民の多くは行政が行うべきと答えていた（百村本田：68%、近隣地区：

83%）。なお、対策を行うべき主体に関する項目において、両地区で有意な差はなかった（p>0.05）。

百村本田では、平成 22(2010)年度から里山林整備事業やモデル地区事業を通じて、県や市が講
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習会を開催しているほか、行政と住民が一体となった対策が定期的に行われてきた。こういっ

た取り組みが、百村本田では住民の行政に対する意識の変化をもたらすまでの成果をあげてい

ると考えてよいかもしれない。この結果は、行政による施策の後に、住民の行政の取り組みに

対する評価が増加するとした先行研究の結果（桜井ほか 2012）と重なる。また、別の先行研究

では、行政と住民との間で信頼関係が醸成されることで、行政がお願いをしている対策行動を

住民自ら行っていくようになることが示されている（Sakurai et al. 2013）。百村本田では、

住民の多くが被害対策は自分たち（被害農家、地区住民）が行うべきと考えていたが、行政と

住民との間で信頼関係を築いていく中で、対策を行うことへの責任感や主体性を持ちあわせる

ようになった可能性が考えられる。 

 

表 4．行政への信頼度と対策を行うべき主体について 

そうは思わな
い(%)

あまり思わな
い(%)

どちらとも言
えない(%)

少し思う(%) そう思う(%)

百村本田（n=22） 18 0 32 18 32
近隣地区（n=43） 44 23 23 7 2
百村本田（n=23） 22 4 13 26 35
近隣地区（n=44） 50 21 23 5 2
百村本田（n=17） 12 0 6 12 71
近隣地区（n=29） 7 0 7 35 52
百村本田（n=18） 11 6 11 22 50
近隣地区（n=29） 10 0 21 28 41
百村本田（n=19） 0 0 5 26 68
近隣地区（n=27） 0 0 0 17 83

市は野生鳥獣の問題に関して十分住
民の意見に耳を傾けてきた
県は野生鳥獣の問題に関して十分住
民の意見に耳を傾けてきた

野生鳥獣対策は被害農家が行うべき

野生鳥獣対策は地区の住民が行うべ
き

野生鳥獣対策は行政が行うべき
 

 

 最後に、百村本田におけるモデル地区の活動の参加者数の変化を表 5 に示した。これを見る

と、モデル地区に指定された当初は、大半の住民（78%）が活動に参加していたものの、時間の

経過とともに、参加者が減少し、平成 23(2011)年以降の 2 回では参加者が 4 割程度になってい

ることが分かる。住民参加型の活動をする際に、最初は多くの住民が関心を持つものの、どの

ようにモチベーションを継続させるかは、大きな課題といわれる。この結果も同様の課題を浮

き彫りにしている。なお、モデル地区の活動に継続して参加していた住民と、最初は参加して

いたものの途中（例：平成 23(2011)年以降）から参加しなくなった住民の属性を比較したとこ

ろ、年齢に関して有意な差があり、継続参加者の平均年齢は 47.5 歳であったのに対して、参加

しなくなった住民は 61.7 歳であった（p<0.05）。 

 

表 5．百村本田の住民のモデル地区の活動の参加有無（n=23） 

参加していない(%) 分からない(%) 参加した(%)
2010年3月集落点検 17 4 78
2010年5月サル対策講習会 30 4 65
2010年8月不要果樹の伐採 48 4 48
2011年7月イノシシ対策講習会 57 4 39
2011年10月不要果樹の伐採 57 0 44  

 

5 まとめ 

本調査から、里山林整備事業やモデル地区事業など、行政による支援が行われ、住民参加型
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